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情報科教科書に現れる用語の変遷：
情報ABCから情報Ⅰ・Ⅱまで
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概要：2003年度から開始された普通教科情報科は，「情報 A」「情報 B」「情報 C」の選択必履修から始ま
り，「社会と情報」「情報の科学」の選択必履修を経て，2022年度実施の高等学校学習指導要領では「情報
Ⅰ」（必履修 2単位）と「情報Ⅱ」（選択 2単位）となった．情報科で扱う内容は，進歩の速い情報化社会
を生き抜くための知識技能，思考力・判断力・表現力などを養う必要があり，普遍的な内容とその時代に
即した内容が盛り込まれていると考えられる．本論文では，全教科書の索引に着目して情報科で扱う用語
の変遷についてまとめる．結果として，この 20年にわたる 3世代の情報科目の特徴と世代間の関連性，掲
載期間による用語の特徴を示すことができた．
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Abstract: Starting in FY2003, the compulsory elective subjects “Information Study A/B/C” was taught
in high school, and in FY2013, it changed to the compulsory elective course “Information Study for Partici-
pating Community/Information Study by Scientific Approach.” Starting in FY2022, the compulsory subject
“Informatics Ⅰ” and the elective subject “Informatics Ⅱ” are taught in high school. In the “Informatics”,
it is necessary to foster the ability to think, to make decisions, to express themselves, and to solidly acquire
basic and fundamental knowledge and skills. Informatics can be thought of as containing both universal
and contemporary content. Therefore, in this study, we investigate the evolution of terms which appear all
informatics textbooks at high school in Japan. As a result, the characteristics of the three generations of
subjects of informatics over the last 20 years, the relevance between generations, and the characteristics of
terms according to the period of publication can be shown.
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1. はじめに

高等学校の共通教科情報科（以下，情報科）では，これ
まで複数科目から高等学校ごとに 1科目を選択し，高校生
はその科目を履修してきた．しかし 2022年度から必履修
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科目「情報Ⅰ」と選択科目「情報Ⅱ」となり，原則として
高校生は皆，「情報Ⅰ」を履修することになった．さらに，
「情報Ⅰ」は，2025年に実施される大学入学共通テストの
出題科目となることが決定し，国立大学の一般選抜におい
て，第一次試験として大学入学共通テスト（原則 5教科 7

科目）を課してきた国立大学協会は，「情報」に関する知
識については，大学教育を受ける上で必要な基礎的な能力
の 1つとして位置付けられていくことになるとして，2025
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年から，「情報」を加えた「6教科 8科目」を原則とする
との基本方針を示している [1]．情報処理学会は，各大学
で大学入学共通テストの「情報」を入学者選抜に利用でき
る環境が整備され，多くの大学で入試に「情報」が採用さ
れることを期待する意見を出している [2]．さらに，これ
まで個別入学試験に「情報」を出題していた大学だけでな
く，新たに出題することを公表した大学もあり，今後も増
えることが想定される [3], [4], [5], [6], [7], [8]．大学入試セ
ンターは 2021年 3月に，「情報」のサンプル問題を公表し
ている [9]．さらに 2022年 11月に，「情報」の試作問題を
公表した [10], [11]．しかし大学入試で，どの水準まで出題
可能であるのかについての基準は明確となってはいない．
著者らは，情報の大学入試の本格化に向けて，情報科の

知識体系の構築が必要と考えている．知識体系を構築する
ことは，出題する大学関係団体側にとっても，出題範囲を
限定することができ，高等学校での「情報」の学習におい
ても明確な到達目標に向けたカリキュラムを作ることにつ
ながると考える．さらに，大学入学共通テストで「情報Ⅰ」
が出題される 2025年ごろから，高等学校学習指導要領（以
下，学習指導要領）の次期改訂が始まると考えられる．そ
のときに，情報科の知識体系の議論がなされていることが
重要であると考える．そこで，著者らは情報科の知識体系
の構築を目的として研究を進めている．その第 1段階とし
て，用語という観点に着目し，「情報Ⅰ」の教科書の索引
にある用語の調査分類を行い，“教科書の索引の用語から
始めるボトムアップ型での知識体系構築手法がうまく働く
こと”，“「情報Ⅰ」教員研修用教材の分類法に沿った分類
を行い，その分類が妥当であること”，“用語間の関係（上
位，下位，関連など）を求め，分類された領域との関係が
見出せること”などを明らかにした [12]．
知識体系を構築するための用語には普遍的な内容とその

時代に即した内容が盛り込まれるので，知識体系は 1 度
構築すれば完成とはいえない．これまで使用されてきた全
教科書の索引にある用語の変遷の調査分析をすることに
より，今後の知識体系の構築に役立つのではないかと考え
る．2003年度に設置された情報科の必履修科目は，第 1世
代「情報 A」「情報 B」「情報 C」，第 2世代「社会と情報」
「情報の科学」，第 3世代「情報Ⅰ」と科目が変わってきた．
そこで，本研究では次の研究課題を設定し，全教科書の用
語に着目して情報科で扱う用語の変遷について調査分析を
行う．
（課題 1） 情報科の教科書の索引に出現する用語群から，

各科目の特徴や科目間の関連性を示すことができるか
（課題 2） 各用語の教科書の索引への掲載期間で分類し，

分類した用語群の特徴を示すことができるか
なお，本論文は，情報処理学会コンピュータと教育研究

会での口頭発表 [13]に基づいている．

2. 情報科と教科書の関係

科目と教科書に着目し情報科の変遷について述べる．ま
た，教科書の用語を分類するために著者らが定めた「情報
Ⅰ」の教科書領域について述べる．

2.1 教科書の変遷
情報科の変遷を図 1 に示す．2003年度に情報を主体的

に活用する学習を重視した「情報 A」，情報の科学的な理
解を深める学習を重視した「情報 B」，情報社会に参画する
態度を育成する学習を重視した「情報 C」が選択必履修と
して設置され，2013年度から「情報 B」の内容を柱とした
「情報の科学」と「情報C」の内容を柱とした「社会と情報」
が選択必履修となった [14]．そして 2022年度から問題の
発見・解決に向けて，事象を情報とその結び付きの視点か
らとらえ，情報技術を適切かつ効果的に活用する力をすべ
ての生徒に育む共通必履修科目としての「情報Ⅰ」と，「情
報Ⅰ」において培った基礎の上に，問題の発見・解決に向
けて，情報システムや多様なデータを適切かつ効果的に活
用する力やコンテンツを創造する力を育む発展的な選択科
目としての「情報Ⅱ」が設けられた [15]．「情報 A」「情報
B」「情報 C」の教科書の採択率は 72.4%，10.4%，17.2%，
「社会と情報」「情報の科学」の教科書の採択率は 80.9%，
19.1%であり，情報の科学的理解に重きを置く科目を配置
している学校は少数であった [16], [17]．
教科書は表 1 に示すように，学習指導要領の改訂に応じ

て 2003年，2013年，2022年に科目の変更をともない発行
されているほか，学習指導要領改訂間の 2005年，2007年，
2017年にも改訂または新規に発行されている [18], [19]．
本研究では，情報科教科書の変遷を，学習指導要領改訂

に対応する「情報 A」「情報 B」「情報 C」と「社会と情報」
「情報の科学」と「情報Ⅰ」「情報Ⅱ」の 3世代による分類
と，教科書の使用開始年（「2003年」「2005年」「2007年」
「2013年」「2017年」「2022年」）により細分化した詳細世
代による分類を行い，調査分析を行った．以降，詳細世代
は，2003年から使用開始された「情報 A」「情報 B」「情報
C」の世代を 1.1世代（A1，B1，C1），2005年からを 1.2

世代（A2，B2，C2），2007年からを 1.3世代（A3，B3，
C3），2013年から使用開始された「社会と情報」「情報の
科学」の世代を 2.1世代（社情 1，情科 1），2017年からを
2.2世代（社情 2，情科 2），2022年から使用が開始された
「情報Ⅰ」の世代を 3.1世代（情Ⅰ）とする（表 2）．ここ
で，2023年から使用が開始された「情報Ⅱ」も 3.1世代と
して扱うこととする．

2.2 教科書領域
著者らは，用語という観点に着目し「情報Ⅰ」の教科書

の索引にある用語の調査分類を行い，用語を分類するため，
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図 1 共通教科情報科の変遷
Fig. 1 Changes of informatics at high schools in Japan.

表 1 科目ごとの使用開始年と教科書の冊数（出版社数）
Table 1 Usage start year and number of textbooks per subject

(number of publishers).

使用開始年
科目 2003 2005 2007 2013 2017 2022 2023

情報 A 13(13) 8(8) 10(8)

情報 B 9(9) 6(6) 6(6)

情報 C 9(9) 7(7) 6(6)

社会と情報 8(6) 10(6)

情報の科学 5(4) 6(5)

情報Ⅰ 12(6)

情報Ⅱ 3(3)

ただし，「情報Ⅰ」は 13 冊あるが，うち 2 冊はセットで 1 つの教科
書として扱われ，索引も片方にのみ掲載されているため，12 冊とし
て扱う．

表 2 教科書の世代と使用開始年の関係
Table 2 Relationship between textbook generations and the

commencement year of usage.

世代 科目（使用教科書） 使用開始年 詳細世代
第 1 世代 情報 A，情報 B，情報 C 2003 1.1 世代（A1，B1，C1）

2005 1.2 世代（A2，B2，C2）
2007 1.3 世代（A3，B3，C3）

第 2 世代 社会と情報，情報の科学 2013 2.1 世代（社情 1，情科 1）
2017 2.2 世代（社情 2，情科 2）

第 3 世代 情報Ⅰ 2022 3.1 世代（情Ⅰ）
（2023） （情Ⅱ）

ただし，科目は学習指導要領の改訂にともない変更されている．

高等学校情報科「情報Ⅰ」教員研修用教材（以降，教員研
修用教材）[20]の分類を利用し「情報Ⅰ」の領域を定めた
（表 3）．教員研修用教材とは，新学習指導要領の円滑な実

施を目指して，「情報Ⅰ」を担当する教員が「情報Ⅰ」を
教える準備や実際の授業の参考にするために文部科学省が
公開している．この教材は「情報Ⅰ」の内容を「（1）情報
社会の問題解決」，「（2）コミュニケーションと情報デザイ
ン」，「（3）コンピュータとプログラミング」，「（4）情報通
信ネットワークとデータの活用」の 4つの大領域に分けて
示している．さらに 4つの大領域を（ア）（イ）（ウ）と細
分し，そのそれぞれを（1）～（4）により詳細化し分類して
いる．これは学習指導要領の学習内容の分類の仕方と一致
している．本研究においても，この「情報Ⅰ」の教科書領
域の大領域を用語の領域分けに利用することにする．

3. 世代の関係

本研究では，2.1節に示した情報科の全教科書 118冊（「情
報 A」「情報 B」「情報 C」74冊，「社会と情報」「情報の科
学」29冊，「情報Ⅰ」12冊，「情報Ⅱ」3冊）の索引に掲載
されている用語を抽出し重複を除き，「オペレーティング
システム」と「OS」のような同義語を 1語としてまとめて
調査分析を行った．本研究において同義語とは，(1)英字，
カタカナ，ひらがな，並べ替え，ふりがななどの表記揺れ
の用語や，(2)「共通鍵暗号」「秘密鍵暗号」など用語を入
れ替えても意味が一致する用語としており，論文執筆時に
は 567語あった．同義語の例として，一番表記数が多い用
語であった “E-Commerce”では，他に「E-コマース，EC，
EC（Electronic Commerce），Electronic Commerce，Eコ
マース，e-コマース，eコマース，エレクトロニックコマー
ス，エレクトロニック・コマース，電子商取引」の表記が
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表 3 教科書領域
Table 3 Subject areas in informatics.

第 1 領域 情報社会の問題解決 第 3 領域 コンピュータとプログラミング
（ア） 問題を発見・解決する方法 （ア） コンピュータの仕組み

（1）情報やメディアの特性 （1）コンピュータの仕組み
（2）問題の発見・解決 （2）計算誤差
（3）問題解決の振り返りと改善 （イ） アルゴリズムとプログラミング

（イ） 情報社会における個人の果たす役割と責任 （1）外部装置との接続
（1）情報に関する法や制度 （2）基本的プログラム
（2）情報セキュリティの重要性 （3）応用的プログラム
（3）情報社会における個人の責任と情報モラル （4）アルゴリズムの比較

（ウ） 情報技術が果たす役割と望ましい情報社会の構築 （ウ） モデル化とシミュレーション
（1）情報技術が人や社会に果たす役割と及ぼす影響 （1）モデル化とシミュレーション
（2）情報と情報技術の適切かつ効果的な活用 （2）確定モデルと確率モデル
（3）望ましい情報社会の構築 （3）自然現象のモデル化とシミュレーション

第 2 領域 コミュニケーションと情報デザイン 第 4 領域 情報通信ネットワークとデータの活用
（ア） メディアの特性とコミュニケーション手段 （ア） 情報通信ネットワークの仕組みと役割

（1）情報のデジタル化 （1）情報通信ネットワークの仕組みと役割
（2）コミュニケーション手段の特徴 （2）通信プロトコルとデータ通信
（3）コミュニケーションツールの特徴 （3）情報セキュリティ

（イ） 情報デザイン （イ） 情報システムとデータの管理
（1）情報デザインの役割 （1）データの蓄積と管理
（2）情報の抽象化，可視化，構造化 （2）データベース
（3）情報伝達の方法 （3）情報システムとそのサービス

（ウ） 効果的なコミュニケーション （4）データの提供
（1）情報デザインの考え方を活かしたコミュニケーション （ウ） データの収集・整理・分析
（2）コンテンツ制作の過程 （1）データの表現
（3）コンテンツの評価，改善 （2）データの収集と整理

（3）データの分析と評価

表 4 世代ごとの索引の一致率（Jaccard 係数）
Table 4 Index matching rate by generation (Jaccard Coeffi-

cient).

見られた．

3.1 教科書の比較
科目ごとに教科書の用語の集合を作り，それぞれの一致度

合いを調べた（表 4）．集合AとBの一致率は |A∩B|/|A∪B|
で求めた（Jaccard係数）．各行の値が大きい箇所に色を付
けた．さらに，行の科目の教科書の用語（集合 A）の用語
数（|A|）に対する列の科目の教科書の用語（集合 B）の一
致する用語数（|A∩B|）の比率（|A∩B|/|A|）を百分率で
求めた（表 5）．ここから，以下のことが分かった．

表 5 科目の用語数に対する他科目の一致する用語数の比率（%）
Table 5 Rate of Matching Terms in Other Subjects to Terms

in the Subject (%).

•「社会と情報」と「情報の科学」は一致率も比率も高
く，同じ用語が多く含まれている（表 4，表 5）

•「社会と情報」は「情報 A」と「情報 C」の比率が高い
（表 5）

•「情報の科学」は「情報 A」と「情報 B」の比率が高い
（表 5）

•「情報Ⅰ」は，「情報の科学」と「社会と情報」両方の
影響を強く受けている（表 4）

なお，表 4 で「情報Ⅱ」は，一番高い「情報Ⅰ」であっても
一致率は 0.192とかなり低い値となっている．そこで，表 5

で「情報Ⅰ」と比較すると，共通部分が 45.9%であった．
さらに調査したところ「情報Ⅱ」で新規の用語は，47.6%
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図 2 世代ごとの教科書用語の領域に占める割合（%）
Fig. 2 Proportion of textbook terms by generation in the subject area (%).

であることが分かった．これは，「情報Ⅱ」は「情報Ⅰ」の
発展科目であるため当然のことと考える．

3.2 世代ごとの教科書用語の領域に占める割合
次に世代ごとの教科書用語について「情報Ⅰ」の教科書

の分類「大領域」に占める割合を求めた（図 2）．ただしこ
れは，著者らがこれまで領域分けした「情報Ⅰ」の用語（教
科書領域のついている用語）[12]が，各世代の教科書（「情
報A」「情報 B」「情報 C」「社会と情報」「情報の科学」の教
科書）に掲載されている割合を示したものである．ここで，
図 2 の縦軸のラベルは，“世代 [全用語数]（教科書領域の
ついている用語の割合）”である．たとえば “社情 2[3279]

（55%）”は，社情 2の世代の全用語 3,279語のうち 55%の
1,803語を対象に教科書領域の割合を表示している．これ
より，以下のことが分かった．
•「情報 A」（A1，A2，A3）は，第 2領域が大きな割合
を占めており，教科書用語からも情報を主体的に活用
する学習を重視している

•「情報 B」（B1，B2，B3）は，第 3領域の割合が大き
く，情報の科学的な理解を深める学習を重視している

•「情報 C」（C1，C2，C3）は，第 2領域と第 4領域の
割合が大きく，情報社会に参画する態度を育成する学
習を重視している

• 各世代で第 3領域の占める割合に着目すると「情報 B」
「情報の科学」で重要視された情報の科学的な理解が

「情報Ⅰ」でも重要視されている
•「情報の科学」と比較して，「社会と情報」では，ほか
の領域より第 3領域の占める割合が少ない

4. 教科書用語の変遷の詳細

教科書用語の 3世代と詳細世代ごとの分類を行い，それ
らの用語の特徴を分析した．

4.1 用語の総意度と総意率と総意語
科目ごとの教科書全体の傾向を考える．たとえば「情報

Ⅰ」で使われる用語が「情報Ⅰ」のいくつの教科書に掲載
されているかをグラフで示す（図 3）．1冊にしか掲載され
ない用語が圧倒的に多く，徐々に減り，全教科書数の 12ま
で続いている．多く掲載されている用語は一般的なものと
思われる．1冊にしか掲載されていないものは独自の特徴
的なものであろう．そこで，科目で多く掲載されている用
語を抽出し，教科書全体の傾向を考えることにした．
ある教科書集合に対して，その索引に現れる用語wについ

て，wが索引に現れる教科書数，出版社数をそれぞれ T [w]，
P [w]とする．用語 wがどれくらい対応する教科書集合に
対してコンセンサス（総意）があるかは，T [w]と P [w]に関
係すると考えられるので，wの総意度を

√
T [w]× P [w]と

した（ただし，総意度 > 0である）．T [w]が大きくなれば，
また，P [w]が大きくなれば総意度も大きくなるので，それ
らの積をとり，さらに，次元を合わせるために平方根をとっ
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図 3 掲載教科書数の分布（「情報Ⅰ」）
Fig. 3 Distribution of the number of textbooks in which same

terms listed (Case of Informatics Ⅰ).

図 4 総意度に対する頻度と総意率（「情報Ⅰ」）
Fig. 4 Relation between the degree of consensus, its frequency,

and ratio (Case of Informatics Ⅰ).

ている．すべての wに対して，その総意度の分布を考える
ことにする．総意度は 1から

√
全教科書数×全出版社数

までの範囲の値をとる．
総意度としてとりうる値を昇順に ci（iは 1から総意度

の全種類数M *1まで）とする．
総意度 ciに対応する用語数をm[ci]とし，総意度 ciを持

つ用語の総意率を加重和の比率（累積相対度数）を用いて
定義する．

総意度 ci を持つ用語の総意率 =

∑i
j=1 cj ×m[cj ]∑M
j=1 cj ×m[cj ]

定義から明らかなように，0 <総意率 ≤ 1である．用語 w

の総意率は wの総意度を ci とすると，ci に対応する総意
率である．「情報Ⅰ」の教科書（冊数 12，出版社数 6）を
例として用い，総意度に対する頻度と総意率を図 4 に示
す．たとえば，「QRコード」「RGB」「記憶装置」「クラウ
ドコンピューティング」など 4冊 3社の教科書に掲載され
ている用語は，総意度 =

√
4× 3であり，総意率 = 0.54と

なった．wの総意率が 0.5以上（半数以上）の用語を，総
意語と呼ぶこととする．
教科書全体の傾向を調べるため，各科目ごとに総意語を

*1 たとえば，「情報 I」では
√
1× 1，

√
1× 2，

√
1× 3，

√
2× 2，

. . . ,
√
6× 12 となるが，その個数をM とする．

表 6 教科書用語の掲載世代とその用語数
Table 6 Generation and number of terms used in textbooks.

パターン 第 1 世代 第 2 世代 第 3 世代 基準：総意語 基準：1 冊以上
OOO O O O 188 826

XOO X O O 76 253

OXO O X O 25 161

XXO X X O 95 616

（小計） 394 1,856

OOX O O X 53 400

XOX X O X 58 477

OXX O X X 194 2,573

（小計） 305 3,450

（合計） 699 5,306

抽出した．ここで，複数科目からなる第 1世代（「情報 A」
「情情 B」「情報 C」）と第 2世代（「社会と情報」「情報の
科学」）の用語 wに対して，各個別の科目ごとの総意率と
世代の全科目をまとめた総意率の最大のものを，世代の総
意率とし，それが 0.5以上の場合，wは総意語であると再
定義した．たとえば第 1世代では，3科目のいずれかが 0.5

以上であれば，その用語は総意語となる．つまり「情報 B」
だけが 0.5以上としても，その用語は「情報 B」において
は総意を表しており，ほかの 2科目がどうであれ，第 1世
代全体としても総意語であるとした．第 1世代では個々の
科目の総意率が 0.5未満のもので，全科目をまとめた総意
率が 0.5以上のケースはなかったが，第 2世代では，たと
えば「USB」は「社会と情報」「情報の科学」ともに総意率
は 0.5を切っているが，両科目をまとめた総意率では 0.526

となり，「USB」は第 2世代の総意語になる．
以下の議論では，世代ごとの総意語に絞って検討する．

4.2 3世代による用語分類
3つの世代に着目すると用語を 7パターンに分類するこ

とができる．各パターンで用語がいくつの教科書の索引に
掲載されているかを表 6 に示す．総意語かどうかによって
用語数を数えたものに加えて，参考までに，各世代で 1冊
でも使われていれば O，1冊も使われていなければ Xとす
る基準での用語数も載せた．1冊以上あるかないかの基準
では用語数が多すぎて，傾向が明らかにならないので，総
意語による基準を用いることとする．
以下に，それぞれのパターンについて総意率の高い順に

総意語を抜粋して示す．ここで，各項タイトルの（OOO）
などは，表 6 のパターンを示す．また，第 3世代がOのパ
ターン（4.2.1～4.2.4 項）については，用語を情報Ⅰの大領
域に分類して列挙した．第 3世代がXのパターン（4.2.5～
4.2.7 項）については，情報Ⅰの用語を含まないため，領域
の分類はしない．
4.2.1 全世代で総意語となるもの（OOO）
全世代の教科書の索引に出現する用語であり，情報科の

中核的な用語と考えることができる．以下のようにカテゴ
リ分けできる用語があった．
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• 第 1領域関連【例】著作権，コンピュータウイルス，パ
スワード，知的財産権，個人情報，インターネット，デ
ジタルデバイド，電子商取引，特許権，メディアリテ
ラシー，著作権法，ブレインストーミング，問題解決

• 第 2領域関連【例】HTML，解像度，文字コード，ユニ
バーサルデザイン，Webブラウザ，JPEG，Webペー
ジ，ユーザインタフェース，2進法，デジタル，アク
セシビリティ，リンク，アナログ，アイコン

• 第 3領域関連【例】シミュレーション，アルゴリズム，
オペレーティングシステム，モデル化，ソフトウェア，
ハードウェア，CPU，プログラム，フローチャート，
アプリケーションソフトウェア，二分探索，ソート

• 第 4領域関連【例】LAN，データベース，IPアドレス，
TCP/IP，ファイアウォール，ドメイン名，プロトコ
ル，POSシステム，URL，ルータ，サーバ，HTTP，
SMTP，情報システム，表計算ソフト，公開鍵暗号方式

4.2.2 第 2，第 3世代で総意語となるもの（XOO）
時代の要請により掲載されるようになった用語や，第

1世代（「情報 A」「情報 B」「情報 C」）では不足していた
用語が追加されていると考えることができる．たとえば，
“サイバー犯罪”は 2003年頃から増加傾向にあり，“フィッ
シング”，“スパイウェア”，“トロイの木馬”など関連する
用語が掲載されるようになったと考えられる [21]．また，
“Wi-Fi”は 2007年に発売されたスマートフォンに搭載さ
れたことが普及のきっかけの 1つとも考えられる．“SNS”

は，2004～2009年に Facebookや Twitterなどがスタート
していることが関係していると考えられる [22]．また 2010

年頃から “ビッグデータ”や，“テキストマイニング”が注
目され始めている [23]．
• 第 1領域関連【例】サイバー犯罪，パブリシティ権，信
憑性，フィッシング，SNS，情報セキュリティ，ソー
シャルエンジニアリング，クリエイティブコモンズラ
イセンス，ワンクリック詐欺，フレーミング，ビッグ
データ，スパイウェア，架空請求，トロイの木馬，生
体認証，アクセス権，KJ法，PDCAサイクル，電子
証明書，クラウドコンピューティング

• 第 2領域関連【例】fps，ソーシャルメディア，PCM方
式，ピクトグラム，プロポーショナルフォント，Web

セーフカラー
• 第 3領域関連【例】フラッシュメモリ，分岐構造，順
次構造

• 第 4領域関連【例】散布図，SSL，IPv6，無線 LAN，
テキストマイニング，HTTPS，暗号文，Wi-Fi

4.2.3 第 2世代で総意語から抜けたもの（OXO）
一時期消えたものは第 3領域（コンピュータとプログラ

ミング）に含まれる用語が多い．これは情報の科学的理解
を重視した「情報 B」で扱われていたが，第 2世代（「社会
と情報」「情報の科学」）で消えた．しかし，情報の科学的

理解を扱う第 3世代（「情報Ⅰ」）の内容として再度，索引
に掲載されていると考える．
• 第 1領域関連【例】バーチャルリアリティ
• 第 2領域関連【例】レイアウト
• 第 3領域関連【例】変数，プログラミング言語，昇順，
降順，ソースコード，線形探索，記憶装置，パリティ
ビット，制御装置，AND回路，OR回路，NOT回路，
演算装置，レジスタ，クロック周波数，確率モデル，
静的モデル，動的モデル，センサ

• 第 4領域関連【例】テーブル
4.2.4 第 3世代で総意語となるもの（XXO）
プログラミングおよびデータサイエンスの基礎となる統

計処理に関する用語や近年一般的に使用されるようになっ
た用語が追加されている．たとえば，“IoT”や “人工知能”

などがあり，平成 30年文部科学白書では，「人工知能（AI），
ビッグデータ，Internet of Things（IoT），ロボティクスな
どの先端技術が高度化してあらゆる産業や社会生活に取り
入れられるなど，社会の在り方そのものが劇的に変わろう
としています」と示されている [24]．また，ビッグデータ
がクローズアップされる中，データ分析を行う専門的な人
材として “データサイエンティスト”に注目が集まってい
る [25]．また，令和 2年情報通信白書によれば，世帯におけ
る “スマートフォン”の所有率が 2010年には 9.7%であっ
たが 2019年には 83.4%となった [26]．“QRコード”に関
しては，コード決済が 2019年以降増加している [27]こと
や，「情報Ⅰ」の教科書などには QRコードからアクセス
できる「教科書 QRコンテンツ」が用意されているなど，
近年一般的に使用されるようになった用語と考えられる．
• 第 1領域関連（最近の用語）【例】IoT，人工知能，QR

コード，ガントチャート，スマートフォン，ロジック
ツリー，AR，カラーユニバーサルデザイン，フェイク
ニュース，データサイエンティスト，ブロックチェーン

• 第 2領域関連【例】ベクタ形式，色相環，標本化定理，
ppi，ゴシック体，明朝体，CSV，インフォグラフィッ
ク，シグニファイア

• 第 3領域関連（プログラミング）【例】関数，論理演
算，誤差，演算子，代入，デバッグ，浮動小数点数，比
較演算子，API，Python，JavaScript，戻り値，丸め
誤差，組み込み関数，ライブラリ

• 第 4領域関連（ネットワーク）【例】VPN，アクセス
ポイント，SSL/TLS

• 第 4領域関連（統計処理）【例】中央値，標準偏差，ク
ロス集計，分散，最頻値，標本調査，相関関係，相関，
外れ値，平均値，間隔尺度，量的データ，オープンデー
タ，箱ひげ図，名義尺度，順序尺度，比例尺度，質的
データ，正の相関，負の相関，欠損値，相関係数，代
表値，尺度，尺度水準，構造化データ，異常値
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4.2.5 第 1，第 2世代で総意語となるもの（OOX）
現在は使用頻度が減ったものや，第 2世代までに世の中

に浸透して，第 3世代からは索引に特段取り上げる必要が
なくなったものが除かれたと考えられる．
• 使用頻度が減った用語【例】電子掲示板，ENIAC，

MP3，SOHO，クラッカー，EUC，メールマガジン，
グループウェア

• 浸透している用語【例】マルチメディア，パソコン，
バーコード，ダウンロード，ICカード，USB，カーナ
ビゲーションシステム

4.2.6 第 2世代のみ総意語であるもの（XOX）
第 2世代で流行った具体性の高い用語が含まれていると

考えられる．たとえば，“ネットショッピング”を利用す
る世帯（2人以上の世帯）は総務省家計消費調査結果によ
ると調査を開始した 2002年（5.2%）から毎年上昇し 2013

年にはおよそ 4世帯に 1世帯（24.3%）が利用するように
なり，第 2世代の教科書を作成する頃の 2010年は 19.7%，
2011年は 19.9%となっていた [28]．また，“電子政府”は，
情報通信白書によると，デジタル技術の急速な発展を背景
に，2009年頃から，真に国民によって受け容れられるデ
ジタル社会，および国民に開かれた電子政府・電子自治体
を目指す取り組みが推進された [29]．“電子書籍”は，我が
国では 1992年に登場したが，多くの電子書店がオープン
するなど，電子書籍が注目をあびた 2010年が「電子書籍
元年」といわれている [30]．2011年の東日本大震災により
“緊急地震速報”が注目された．また，2004年にNTTドコ
モが定額パケットサービス（パケ・ホーダイサービス）を
開始する [31]など “パケット通信”への注目も集まったと
考えられる．
• ネットショッピング，ネットオークション，迷惑メー
ル，プライバシーマーク，テレビ会議，電子政府，e-

ラーニング，B to B，B to C，ポータルサイト，ウイ
ルス定義ファイル，電子書籍，緊急地震速報，C to C，
インターネット依存症，ユビキタスネットワーク，携
帯電話依存症，3次元コンピュータグラフィックス，
ビットマップ形式，クッキー（Cookie），パケット通
信，セキュリティパッチ

4.2.7 第 1世代のみ総意語であるもの（OXX）
教科情報の黎明期にあたり，用語の選択に苦労したと思

われ，伝統的に使用されてきた用語と当時最新であった
用語が盛り込まれたと考えられる．たとえば，“ISDN”は
1999年～2003年頃に多用され [31]，“ブロードバンド”は
2001年にブロードバンド元年 [32]と位置づけられており，
これらの用語は当時最新であった用語と考えられる．ま
た，“キーボード”，“マウス”，“CAD”は現行の中学技術
の教科書の用語の索引に掲載されている．また日常生活で
使われるようになり第 2世代からは総意語から外れた用語
もある．

図 5 全用語の索引への掲載期間
Fig. 5 Indexing period for all terms.

• 当時特有の用語【例】ブロードバンド，ワープロ，ワー
プロソフト，トランジスタ，ADSL，モデム，PDA，
ネチケット，ISDN，MD，フロッピーディスク，ワク
チン，光磁気ディスク

• 中学校技術家庭科の教科書にある用語【例】キーボー
ド，マウス，CAD

• 日常生活で使われている用語【例】アップロード，CG，
スキャナ，イメージスキャナ，プリンタ，CD，プロ
ジェクタ，タッチパネル，PDF，オンラインショッピ
ング，クリック，情報家電

4.3 詳細世代による用語の掲載期間
用語の教科書索引の掲載期間を詳細世代に分け，「情報

Ⅰ」にある用語とない用語に着目して示す．ただし，「情
報Ⅰ」にある用語とは，「情報Ⅰ」の教科書の索引に掲載
されている用語である．そのため，ここでいう『「情報Ⅰ」
にない用語』には，索引には掲載されていないが，教科書
の本文に記述がある用語も含まれている．
それぞれの用語の掲載期間を図 5 に示す．「情報Ⅰ」に

ある用語が多い期間は，1年，10年，20年であった．ただ
し，「情報Ⅰ」にある用語は，本論文執筆時において掲載
期間が確定しておらず，掲載期間が延びる．以下では延び
た年数を nとする．本論文執筆時において nは 1である．
「情報Ⅰ」にある用語の索引掲載期間を見ると，特に 20年
と 1年が多く，3.1世代（情Ⅰ）で初出の用語と 1.1世代
（A1・B1・C1）から継続してある用語が多数を占めること
が分かる．これは情報の本質的な用語とその時代に合った
用語が掲載されていると考えられる．一方，「情報Ⅰ」にな
い用語が多い期間は 2年，4年，10年となった．
図 5 では全用語を扱っているので用語数が多いため，

4.1 節で定義した総意語のみ抽出した場合の用語の用語期
間（以降，総意語掲載期間）について「情報Ⅰ」にある用
語とそうでない用語数を図 6 に示す．全用語（図 5）の掲
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図 6 総意語の索引への掲載期間（総意語掲載期間）
Fig. 6 Indexing period for consensus terms.

載期間と総意語（図 6）に絞った掲載期間の傾向は同じで
あることが分かった．また，それぞれの総意語掲載と総意
語の抜粋を以下に示す．
「情報Ⅰ」にあるもの（本論文執筆時 n = 1）

• 総意語掲載期間 19+n年（170語）：全世代にある用語
この用語は，4.2.1 項（OOO）のサブセットであるが，
4.2.1 項の総意語のうち 18 語はこの総意語掲載期間
19 + nの用語に含まれない．たとえば，メディアリテ
ラシーは 1.1世代では総意語ではなく，ソートは 2.1

世代では総意語ではない．
• 総意語掲載期間 0 + n年（71語）：3.1世代で初登場
この用語は，4.2.4 項（XXO）のサブセットであるが，
4.2.4 項の総意語のうち 24語はこの掲載期間 0 + n年
の用語に含まれない．たとえば，浮動小数点，論理演
算は 1.1世代の総意語であり，ロジックツリー，ガン
トチャート，標本化定理，JavaScriptは 2.2世代の総
意語である．

• 総意語掲載期間 9 + n年（47語）：(1) 2.1世代と 2.2

世代と 3.1世代にある用語または (2) 1.1世代と 1.2世
代と 2.2世代と 3.1世代」にある用語
この用語は，4.2.2 項（XOO）のサブセットであるが，
4.2.2 項の総意語のうち 29 語はこの総意語掲載期間
9 + n年の用語に含まれない．たとえば，Webセーフ
カラー，HTTPS，テキストマイニングは 2.2世代と
3.1世代の総意語であり総意語掲載期間は 9年より短
い．また，サイバー犯罪，IPv6，SSLは 1.3世代と 2.2

世代と 2.1世代と 3.1世代の総意語，散布図は 1.1世
代と 2.1世代と 2.2世代の総意語であり総意語掲載期
間は 9年より長い．

図 6 の「情報Ⅰ」にある総意語数は 384語あり，総意語
掲載期間の上位 3つのピーク（19 + n，0 + n，9 + n）の
合計は 288語（170+71+47）であり，全体の 75%を占めて
いる．3つのピークは第 1～3世代，第 3世代，第 2～3世
代に対応し．それぞれが，定番の用語，新出の用語，今後
定番になって行くと思われる用語と考えることができる．

「情報Ⅰ」にないもの
• 総意語掲載期間 2年（140語）：4.2.7 項（OXX）のサ
ブセットで 1.1世代か 1.2世代の用語である．

(1) 1.1世代の用語（124語）
KB，周期，プログラムカウンタ，属性，通信，モール
ス符号，テキストデータ，情報量，ホストコンピュー
タ，三原色，秘密鍵暗号，IF関数，アクセス，クレ
ジットカード，COUNT関数，ビットマップフォン
ト，伝送速度，MAX関数，メールソフトウェア，MIN

関数
(2) 1.2世代の用語（16語）
ネットワーク利用犯罪，アナログデータ，VLOOKUP

関数，CATV，オブジェクト，ダブルクリック，K *2，
M *2，G *2

• 総意語掲載期間 10年（116語）：4.2.7 項（OXX）ま
たは 4.2.5 項（OOX）のサブセットで，1.1世代と 1.2

世代と 1.3世代の用語か 1.3世代と 2.1世代の用語で
ある．

(1) 1.1世代と 1.2世代と 1.3世代の用語（115語）
モンテカルロ法，キーワード，クライアントサーバー
システム，Hz，改ざん，コード化，ディジタルデー
タ，IC，キーボード，セル，アニメーション，メー
ラー，探索，行，確定的モデル，仮数部，指数部，論
理和，標本化周期，マウス

(2) 1.3世代と 2.1世代の用語（1語）
公衆送信権

• 総意語掲載期間 4年（90語）：4.2.7 項（OXX）また
は 4.2.6 項（XOX）のサブセットで 1.1世代と 1.2世
代の用語か 2.1世代の用語である．

(1) 1.1世代と 1.2世代の用語（61語）
DTP，イーサネット，索引，SUM関数，Web，AV-

ERAGE関数，情報発信
(2) 2.1世代の用語（29語）
相対参照，公表権，同一性保持権，氏名表示権，ビッ
トマップ画像，電子認証，著作者，ベクター画像，検
索サイト，1対 1，1対多

図 6 の「情報Ⅰ」にない用語数は 535語である．上位 3

つのピークは 2年，10年，4年で，多くは 1.1世代に含ま
れる用語である．1.1世代で現れて第 2世代以降は現れな
い用語が 300語（124+115+61）となり，全体の 56%を占
めている．教科情報を初めて編修するにあたり多くの用語
を掲載したが，改版につれ淘汰されていったと考えられる．

5. 研究課題の回答

（課題 1） 教科書の索引に出現する用語群から，各科目の
特徴や科目間の関連性を示すことができるか

*2 ただし，K，M，G は接頭辞のキロ，メガ，ギガのことである．
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（回答）3.1 節にて，世代間の教科書の索引の用語群の
一致度合いを示した．「社会と情報」は「情報 C」と
「情報 A」，「情報の科学」は「情報 B」と「情報 A」の
比率が高く，「情報Ⅰ」は「社会と情報」「情報の科学」
の両方の一致度合いが高いことを示すことができた．
これは，学習指導要領に示される各科目の関係性とも
一致している．また，3.2 節にて，「情報Ⅰ」の領域に
占める用語の割合を示し，科目ごとの用語の割合は特
徴があり，学習指導要領に示される科目の学習内容に
即していることを示した．このことより，教科書の索
引に出現する用語群は各科目の特徴や科目間の関連性
を示せた．

（課題 2） 用語を索引への掲載期間により分類し，分類し
た用語群の特徴を示すことができるか
（回答）4 章にて 3世代（「情報A」「情報 B」「情報 C」，
「社会と情報」「情報の科学」，「情報Ⅰ」）に着目して，
用語の索引への掲載期間により 7パターンに分類し分
析を行い以下のことが分かった．

• 3世代通して掲載されている用語は，情報科の中核的
な用語であると考えることができる．

•「社会と情報」「情報の科学」と「情報Ⅰ」の 2世代続
けて掲載されている用語は，時代の要請によって第
2世代から掲載された，あるいは「情報 A」「情報 B」
「情報 C」では不足していたものが追加されたと考え
られる．

•「情報 A」「情報 B」「情報 C」のみに掲載されている
用語は多く，教科情報の黎明期にあたり伝統的に使
用されてきた用語と当時最新であった用語が盛り込
まれたと考えられる．

• 現在，使用頻度が減ったり，特段取り上げる必要が
なくなった用語が「情報Ⅰ」に含まれていない．

• これまでの選択必履修から必履修になった「情報Ⅰ」
でも新出の用語が多い．
また，4.3 節にて詳細世代に着目して用語の索引の
掲載期間を調査分類し傾向と用語の例を示した．これ
らにより，用語を索引への掲載期間により分類し，分
類した用語の特徴を示せた．

6. まとめ

情報科教科書の索引に現れる用語の変遷について「情報
A」「情報 B」「情報 C」から「情報Ⅰ」「情報Ⅱ」まですべ
ての教科書を用いて調査分析を行った．「情報Ⅰ」の世代，
「社会と情報」「情報の科学」の世代，「情報 A」「情報 B」
「情報 C」の世代の 3世代間の一致度合い，「情報Ⅰ」の教
科書用語の領域に占める割合調査分析結果，変遷の特徴を
示した．
今後，情報科の知識体系の構築を目指し，これまでの用

語を複雑な関係を表現できる構造（たとえばグラフ構造）

でまとめることや，教科書に掲載すべき用語の分類につい
てさらに精査したい．また，情報科と関連する「数学Ⅰ」
「数学 A」「公共」，中学校技術・家庭科などの科目の用語と
の比較調査を行いたい [33]．
なお，本研究の教科書用語の一覧は，researchmapにて

公開している [34]．
謝辞 本研究は，一部，電気通信大学令和 4年度教育力

の推進事業高大接続を考慮した高等学校共通教科「情報」
の知識体系策定とその先駆的実践，および，JSPS科研費
JP23K02653の助成を受けたものです．
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推薦文
本論文は，日本の高等学校における情報教育の知識体系

の確立を目的とし，教科書に現れる用語の調査分析によっ
て，過去 20 年の情報科教育における科目の特徴や変遷，
教科書中に現れる用語の特徴や分類について整理し明らか
にしたものである．2022年度から高等学校の共通教科情
報科目が情報Ⅰ・Ⅱへ一本化，また共通テストにおいて情
報が科目として正式に採用されるなど，高等学校で身につ
けるべき知識として情報教育の重要性が急速に増している
が，一方で大学入試での出題範囲，ひいては高等学校にお
いて情報の何をどこまで重点的に学ぶべきかについて，い
まだに基準が明確に定まっておらず，教育現場において模
索状態が続いているという現状がある．本論文では，教科
書中の索引に現れる用語とその変遷を網羅的に分析するこ
とで，情報科における学習項目の特徴と傾向を整理しその
構造を明確化しようとするものであり，本論文で示された
成果は現在の喫緊の課題である情報教育における知識体系
の明確化において大きな一助となりうる．さらに本論文で
示された調査分析データは，情報の大学入試における出題
範囲の検討，また今後の学習指導要領を含めたカリキュラ
ム改訂の議論などを効果的に進めるうえで，十分に高い資
料的価値を有しているといえる．さらに今後の研究の発展
により，高等学校のみにとどまらず初等教育，高等教育と
の接続の観点も含めた総合的な知識体系の完成へつながる
ことが期待できる．

（コンピュータと教育研究会 主査 長瀧寛之）
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ス学会会員．本会シニア会員．

柴田 雄登

2021年電気通信大学情報理工学域 I類
コンピュータサイエンスプログラム卒
業．2023年同大学大学院情報理工学
研究科情報・ネットワーク工学専攻博
士前期課程修了．2023年 4月よりエ
ヌ・ティ・ティ・コミュニケーション

ズ株式会社勤務．ネットワーク設計・構築に従事．

角田 博保 （正会員）

1974年東京工業大学理学部情報科学
科卒業．1981年同大学大学院博士課
程単位取得退学．1982年電気通信大
学計算機科学科助手．1990年同大学
情報工学科講師，1992年助教授，2007
年准教授，2016年定年退職．2023年

電気通信大学客員教授．理学博士（東京工業大学）．情報
教育，教育支援システム，ヒューマンコンピュータインタ
ラクション，文字列処理等に興味を持つ．2021年度本会学
会活動貢献賞．本会情報処理教育委員会副委員長，情報入
試委員会副委員長．ACM会員．本会シニア会員．

中山 泰一 （正会員）

1965年生．1988年東京大学工学部計
数工学科卒業．1993年同大学大学院
工学系研究科情報工学専攻博士課程
修了．博士（工学）．同年電気通信大
学情報工学科助手．現在，同大学院情
報理工学研究科教授．オペレーティン

グ・システム，並列処理，情報教育等に興味を持つ．本会
では，教育担当理事，事業担当理事等を務める．2014年
度学会活動貢献賞，2016年度山下記念研究賞，2017年度
科学技術分野の文部科学大臣表彰科学技術賞．日本学術会
議連携会員．国立情報学研究所客員教授．電子情報通信学
会，IEEE-CS等の会員．本会フェロー．
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